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本書は、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条に基づき研究評価委員会において

設置された「リチウムイオン電池応用・実用化先端技術開発事業」（事後評価）の研究評価

委員会分科会（平成２９年１１月３０日）及び現地調査会（平成２９年１０月２６日 於 日

本電気株式会社筑波研究所及び一般社団法人日本自動車研究所つくば研究所）において策定

した評価報告書（案）の概要であり、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３３条の規定

に基づき、第５５回研究評価委員会（平成３０年３月１６日）にて、その評価結果について

報告するものである。 
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「リチウムイオン電池応用・実用化先端技術開発事業」（事後評価） 

評価概要（案） 

 

１．総合評価 

 電池と自動車は我が国が強みを持つ産業であり、環境問題の解決にも資する産業である。

特に電池は他国の追い上げが激しく、更なる技術力強化が必要な分野であり、本事業は

NEDO が主導すべき重要な研究開発といえる。中間評価時点では、技術要素の絞り込みが

不十分なテーマもみられたが、指摘事項に対して迅速・的確に対応し、全ての開発テーマに

おいて、概ね最終目標に到達している。当初予定よりも早く開発テーマを終了し、速やかに

本事業で得られた成果を適用した製品を実用化した事例は評価できる。また、国際標準化に

ついても、我が国がリードできる技術的提案を支える成果が得られており、今後につながる

素晴らしい成果といえる。 

 一方、各開発テーマでは独自の技術開発に終始した感がある。困難であると思われるが、

もっと積極的に各テーマ間の技術連携を図り、共通の課題克服を行ってもよかったのではな

いか。また、成果普及の取組に関しては、知的所有権を確保したのちはもっと積極的に成果

をアピールしてもよかったと思われる。 

 なお、全固体電池を始め、いくつかの電池では、継続的な開発が求められる課題もみられ

る。今後を担う新しい電池の開発等への支援については、他省庁との連携を図りつつ、引き

続き行ってほしい。また、試験評価法については、海外に対して日本の有益性につながる国

際標準、国際技術基準に早急につなげることが望まれる。 

 

２．各論 

２．１ 事業の位置付け・必要性について 

 近年、環境問題等から EV （Electric Vehicle）への強い期待があり、自動車のパワーシ

ステムのシフトが加速している。本事業は、エネルギー需給、市場及び内外技術の動向、さ

らに国際競争力等を鑑みても公共性が高く、国の経済活動にも密接に関連しており、我が国

のエネルギー状況とそれに対する政策、さらには経済成長を考えても重要である。特に、

EV、PHEV（Plug-in Hybrid Electric Vehicle）用電池の実用化推進を目的に進められてお

り、高い電池性能目標と我が国の目指す市場シェア目標を堅持・達成する上で、国内のキー

プレーヤーが参画した本事業は時宜を得たものである。また、民間企業のみで取り組むには

リスクが大きいことから、NEDO の関与は極めて妥当であり、十分な費用対効果も期待さ

れる。 

 

２．２ 研究開発マネジメントについて 

 研究開発目標は、実用化のうえで要求される性能や、諸外国の動向、詳細な調査を基に数

値を設定しており、野心的かつ戦略的なものとなっている。研究開発計画及び事業予算は妥
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当で、中間評価結果を受けて新規テーマ「車載用リチウムイオン電池の試験評価法の開発」

を設定し、電池の安全性評価技術に精通する日本自動車研究所（JARI）を体制に組み入れ

有用な知見を得たことは評価できる。実施体制についても、企業の得意分野と技術に対する

思想を明確に認識し、住みわけも適切になされており、妥当である。進捗管理は、設定目標

が達成されていることから、適切に行われたと判断する。また、国際標準化を意識し海外出

願もされており、特許戦略は概ね妥当である。 

 一方、各開発テーマが横並びで行われた感がある。競争領域であるため困難かもしれない

が、知的権利を確保したのちに共通課題について技術を開示し、他のチームの開発を加速す

るなどの方策が望ましかった。また、各実施者が設定した目標基準に電池重量と体積が混在

するなど、統一性に欠ける点が見られた。少なくとも目標値は統一した基準のもとで設定さ

れることが望ましく、今後の新たな事業設定の際には考慮してほしい。 

 なお、蓄電技術については様々なフレームワークで支援が行われているため、単なる特定

技術への資金増資になっていないか、何らかのチェック機構が必要と思われる。また、全固

体電池等は、将来的な国益につながる可能性があるため、材料・プロセス技術の権利化にも

積極的に取り組むことが望まれる。 

 

２．３ 研究開発成果について 

 各開発テーマにおいて、最終目標を概ね達成しており、今後に向けての方向性も示されて

いる。新規材料や新しい電池構造の開発が行われ、得られた成果は世界的に見ても優位性が

高い。試験評価法の開発は中間評価後に立ち上がったものであるが、2年間という短期間に

もかかわらず十分な成果が得られ、今後の国際標準化への寄与が期待される。また、知的財

産権の確保はノウハウとしての保持を含め、外国出願も行われていることから、戦略的に行

われたと判断される。 

 一方、成果の公表についてはやや少なく、知的所有権を確保したのちは成果をもっと積極

的にアピールしてもよかった。 

 なお、今後の各国の状況を考えると、液系電池開発においては更なる高性能化が必要であ

り、今後も積極的に開発を進めることが望まれる。また、全固体電池開発については、酸化

物系及び硫化物系、それぞれの課題とその解決策を整理し、継続して開発を推進してほしい。 

 

２．４ 成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて 

 電池技術開発に関しては、既存の自社事業をベースに、戦略的な開発目標及び開発スケジ

ュールを策定しており、事業化を見据えてコストも含めた現実的な課題抽出が行われている。

ほとんどの企業において、2020 年代初頭に製品化を計画しており、概ね事業化計画として

妥当と考えられる。また、プロジェクト終了を待たずして最終目標をクリアし、事業化を行

った企業もあり、高く評価できる。開発された電池については、EV、PHEVの性能の飛躍

的な向上に寄与することから、実用化すれば、経済効果への貢献は大きい。また、試験評価

法の開発では、耐久性や安全性に関しての評価及び実証が進められ、既に国際標準・国際技

術基準への採用や今後の採択に向けた議論・提案活動の実績も多く、国際標準化に対して積
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極的な働きかけを行っている。 

 一方、本開発での性能目標はおおよそクリアしているが、量産設備導入、販売に向けての

課題を有している開発テーマもみられた。実用化・事業化に向けては、より一層の開発が必

要と思われる。 

 なお、他省庁所管の国プロとの有機的連携を図りつつ、研究開発を更に加速させるととも

に、海外との競争を考慮し、より販売時期を早める努力も必要であろう。試験評価法につい

ては、国際標準・国際技術基準に確実に反映されるよう、積極的な取組を継続してほしい。  
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 3.0  A A A A A A A 

２．研究開発マネジメントについて 2.4  A A B A A B C 

３．研究開発成果について 2.3  A A A B B C B 

４．成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通し

について 
2.1  B B A B B B B 

（注）素点：各委員の評価。平均値は A=3、B=2、C=1、D=0として事務局が 

数値に換算し算出。 

〈判定基準〉 

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A 

・重要             →B 

・概ね妥当           →C 

・妥当性がない、又は失われた  →D 

・非常によい         →A 

・よい            →B 

・概ね妥当          →C 

・妥当とはいえない      →D 

 

２．研究開発マネジメントについて 

 

４．成果の実用化・事業化に向けた取

組及び見通しについて 

・非常によい          →A 

・よい             →B 

・概ね適切           →C 

・適切とはいえない       →D 

・明確            →A 

・妥当            →B 

・概ね妥当          →C 

・見通しが不明        →D 

2.1 

2.3 

2.4 

3.0 

0.0 1.0 2.0 3.0

４．成果の実用化・事業化に向けた取

組及び見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

平均値 
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